
福祉事務所の業務概要 
 
 近年、急速な少子・高齢化の進展の中で、社会福祉を取り巻く状況は大きく変化し、福

祉に対するニーズは増大かつ複雑・多様化している。宮古福祉事務所は、このような福祉

ニーズに対応していくため、管内の状況を的確に把握し、関係市村及び関係機関・団体と

の連携を密にしながら、きめ細かな住民福祉サービスの充実に努めている。  
 業務内容は、1 生活保護、2 介護保険、3 障害者福祉、4 母子及び父子並びに寡婦福祉、

5 児童福祉、6 地域福祉、7 配偶者暴力相談支援、8 生活困窮者自立支援に係る業務であ

る。 

 
1 生活保護 

 国民の最低限度の生活を保障するとともに、その自立助長を目的とした生活保護法をも

とに、生活保護の適切な運営・実施を確保するため、(1)保護の適正実施の推進、(2)要援

護世帯に対する指導援助の充実、(3)医療・介護扶助の適正運営の確保、(4)組織的な運営

管理の推進等の基本方針に沿って業務を行う。 

 

2 介護保険 

 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、市村、関係機関との連携に努め、

(1)介護保険等事業計画の支援、(2)介護保険事業所の指定、実地指導を行う。 

 

3 障害者福祉 

 障害者福祉の推進を図るため市村や関係機関・団体との連絡調整に努め、(1)障害者の自

立に向けた社会参加のための各種イベントへの協力、(2)市村の地域自立支援協議会の支援、

(3)障害者総合支援法の円滑かつ適正な運営確保を図るための管内市村指導及び障害福祉

サービス事業者の実地指導、(4)特別障害者手当等支給を行う。 

 

4 母子及び父子並びに寡婦福祉 

 母子及び父子並びに寡婦に対し、生活の安定と質の向上のため、母子父子寡婦福祉資金

貸付事業により経済的自立及び生活意欲の助長を図る。また、市村、関係機関、福祉団体

等との連携により実態把握に努める。(1)母子父子福祉協力員設置、(2)母子父子寡婦福祉

資金の貸付、(3)貸付金償還の促進等の業務により母子及び父子並びに寡婦福祉の向上を図

る。 

 

5 児童福祉 

 児童福祉法に基づき、(1)管内児童の実態把握、(2)児童福祉施策の推進・支援、(3)児童

福祉週間や諸行事を通した児童福祉理念の周知、(4)市村立保育所及び多良間村保育行政に

対する指導監査の業務により児童福祉の向上を図る。 

 

6 地域福祉 

  社会福祉協議会、民生委員・児童委員協議会をはじめとする、関係機関・福祉団体等と

連携をとり、地域福祉の向上を図る。  

 

7 配偶者暴力相談支援 

 DV 防止法に基づき、配偶者から暴力を受けた者の相談を受け被害者の尊厳を守りながら

自立支援と解決策を提供する。 

 

8 生活困窮者自立支援 

 県及び自立相談支援機関をはじめとする関係機関と連携し、支援計画の検証、住宅確保

給付金の支給等、生活困窮者の自立の促進を図る。 

 


